
57

Johnson(1992)は，1950年代以降のアメリカ企業の競争優位の相対的な低下を分析して，管

理者や従業員を会計情報によって管理することを批判した。ところが、福井県鯖江市の表面処理

加工メーカー・アイテック株式会社では、新規事業への進出およびその拡大に際して、アメーバ

経営を独自にアレンジしたNEMA活動が導入された。そこでは、採算管理を徹底するために現

業管理者たるグループリーダーの管理に会計情報が用いられていたが、これが効果をあげ、同社

は今や鯖江市でも指折りの優良企業となっている。本稿では、このNEMA活動のケースにおい

て、特に直接原価計算をベースとした時間当たり限界利益管理システムと、現場の改善活動によ

る即座の問題解決の部分に着目する。そのうえで、会計情報による利益責任会計と全員参加型の

経営管理体制との有機的な結合が新規事業への進出・拡大に寄与したことを示す。

キーワード：アイテック、時間当たり限界利益、NEMA活動、責任会計、
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Ⅰ．はじめに

かつて、日本の研究者や実務家は，アメ

リカを中心とする海外から様々な管理会計

技法を輸入し、活用してきた。ところが、

「1960年代後半から1970年代以降、アメリ

カから学ぶべきことがなんと少なくなって

しまったことか」（櫻井 1991, p.23）と指摘

されるように、日本企業が戦後の混乱期を

脱却して競争優位を獲得していくにつれ、

「アメリカ企業の圧倒的優位を日本企業が

キャッチアップするフェイズは1970年頃に

ほぼ一段落し」（上總・澤邉 2006a, p.11）

た。

ここから、今や日本企業で展開されてい

る管理会計実務を理論化ないし定式化する
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ことがますます必要となってきた（上總・

澤邉 2006a, p.31）。これまでにも日本企業

の管理会計実務が理論として定式化された

ケースは若干ながら存在するが、研究者に

取り上げられてきたケースの中には、現業

管理者の管理において用いられる管理会計

の技法が少なくない。具体例を挙げれば、

トヨタの改善予算（田中 1990；門田

1991）、京セラのアメーバ経営における時間

当たり採算（ Hamada and Monden

1989；Cooper 1995；谷 1999；三矢

2003；上總・澤邉 2005, 2006b；廣本

2006；上總 2007, 2008；潮 2008；水野

2008）、住友電工グループのラインカンパ

ニー制（菅本・伊藤 2003；渡辺・菅本

2004；渡辺 2004；松木 2005）、セーレン

の戦略目標管理システム（上總ほか 2008）、

ハリマ化成のユニット採算制（菅本 2004；

菅本・牧野 2005）などである。

日本企業のこうしたケースにおいて、現

業管理者の管理に管理会計システムが利用

される背景にはいったい何があるのだろう

か。この問題意識から、本稿では、眼鏡枠

の産地として有名な福井県 江市に本社を

置く、表面処理加工メーカー・アイテック

株式会社（以下、アイテックと略記）にお

けるアメーバ経営の導入事例を検討する。

アイテックでは、新規事業への進出によっ

て事業規模を拡張する中でアメーバ経営が

導入された。本稿では、アメーバ経営が事

業構造転換の過程で持っていた意味を検討

するため、同社の事例を分析することとし

たい。

本稿の構成は以下の通りである。まず、

Ⅱ章ではアメーバ経営に関する従来の議論

を概観する。次に、Ⅲ章ではアイテックの

会社概要と研究方法を説明し、Ⅳ章ではア

イテックの経営環境の変化について説明す

る。次に、Ⅴ章では経営環境の変化を受け

て導入されたアメーバ経営の概要を説明し、

Ⅵ章ではその意義を考察する。最後に，Ⅶ

章では結論をまとめ、アメーバ経営を活用

したアイテックの今後の展望について簡単

に触れる。

Ⅱ．現業管理者の管理への会計情報の利用を

めぐる議論

1980年代後半、国内外の管理会計学界に

とって衝撃的な内容の研究書が刊行された。

JohnsonとKaplanによるRelevance Lost

(1987)の発刊である。彼らは、製品原価計

算において恣意的な原価配賦が行われるこ

とにより製品原価が歪められていること、

管理会計情報が日々の工程管理に用いるに

は適時性を欠いており要約されすぎている

こと，ROIによる業績評価が管理者を短期志

向にさせ長期投資への意欲を削いでいるこ

とを取り上げて、「今日の管理会計情報

は、･･････遅すぎる、まとまりすぎている、

歪みが大きすぎるという理由から、管理者

の計画設定と統制の意思決定に適していな

い」（Johnson and Kaplan 1987, p.1）と

した。そのうえで、「我々は企業の技術や製

品戦略や組織構造に適合したシステムを設

計するべきである」（Johnson and Kaplan

1987, p.261）と主張された。

こうした問題意識から、KaplanはCooper

とともに正確な製品原価計算を志向した活

動基準原価計算（AB C）を提唱した
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（Cooper and Kaplan 1988）。また、彼は

Nortonとともに財務指標と非財務指標を融

合した業績評価システムとしてバランスト･

スコアカードを提唱した（Kaplan and

Norton 1996）。

このようにKaplanが管理会計システムの

改良という考え方をとったのに対し、

Johnsonは違った。彼は、表１のように、会

計情報が企業全体の大綱計画策定や資金調

達において必要であることは認めながらも、

「会計目標は労働者や管理者を指揮したり管

理したりするのには用いられるべきではな

いと思う」（Johnson 1992, p.vii）と主張し

た。すなわち、Johnson and Kaplan

(1987)で指摘された「適合性は、不適切な

会計情報を経営管理に用いたために失われ

たのではない。それは不適切にも事業の現

業を管理するのに会計情報を用いたことに

よって失われたのである」（Johnson 1992,

p.31）とされた。

Johnsonによれば、1950年代以降、アメ

リカ企業では「トップ･マネジメントが全員

の注意を会計実績に向けたために、あらゆ

る階層の管理者や従業員が人間や顧客やプ

ロセスを見失った」（Johnson 1992, p.30）

という。具体的には、アメリカ企業は「間

接費を従業員に所定のプロセスを通じて増

産へと駆り立てることによって管理できる

費用と見なし」（Johnson 1992, p.44）てし

まったという。例えば、管理者たちはCVP

分析を通じて固定間接費を回収し貢献利益

を確保できるだけの生産を行うように駆ら

れ、一方では製品単位当たり標準原価の達

成に向けて標準生産量を確保するよう励み、

その結果不要在庫が累積してコスト高に

なったとされる（Johnson 1992, p.44-51）。

Kaplanらが提唱したABCについても、ABC

採用による製品原価の精緻化は製品価格に

関する意思決定を変えるのみにすぎず，業

務プロセスの改善へと管理者の志向を向け

るには不十分であるとされる（Johnson

1992, pp.149-153）。ここから、Johnsonは

「今日競争優位を得るには，企業には従業員

の業務やそれに要する時間についての情報，

すなわちプロセス情報が必要である」

（Johnson 1992, p.152）と主張した。

しかし、ここに疑問が残る。企業が競争

優位を得るために非財務指標によって業務

プロセスを管理することが必要ではあると

しても，このことだけで労働者や管理者を

会計情報によって管理することが無用だと

言い切れるだろうか。1950年代のアメリカ

表1　Johnson(1992)による管理情報の分類 

企業の大綱計画や 

財務計画の策定 

マーケティングと 

調達の意思決定 

個人と下部組織の管理 

産業時代： 

1800年～1950年 

会計 

 

非会計 

 

非会計 

適合性喪失の暗黒時代： 

1950年代～1980年代 

会計 

 

会計 

 

会計 

グローバル時代： 

1990年代～ 

会計 

 

（ABCで修正された）会計 

 

非会計（顧客・プロセス） 

（出所）Johnson(1992) p.19.



企業の失敗事例があるにしても、それだけ

で管理者管理に管理会計情報を用いること

が企業経営に悪影響を及ぼすとは言えない

のではないだろうか。現に、Johnson

（1992）が高く評価した日本企業のケースを

みてみると、前述の改善予算や時間当たり

採算の事例のように、組織末端の従業員を

会計情報で管理する仕組みが少なからず報

告されている。

現業管理者の管理に管理会計情報を使う

ことの意味は、いったいどこにあるのか。

この点を検討するため、Ⅲ章以降では、ア

イテックのケースを考察したい。

Ⅲ．調査企業概要と研究方法

１．調査企業概要

アイテック（本社：福井県 江市）は、

各種素材の表面処理加工および眼鏡枠の企

画・販売を手がける企業である。売上高は

51億6700万円、資本金は６億8375万円、

経常利益は8766万円、当期純利益は6659万

円、従業員数は252名（2009年３月期）で

ある。アイテックは、1948年の創業以来，

専ら眼鏡枠の表面処理加工事業にたずさ

わってきたが、国内の眼鏡枠関連製造業の

衰退傾向に対処するため、各種デジタル機

器の表面処理加工事業へ進出し、業績の低

迷を免れるとともに大幅な利益の拡大を実

現した。

アイテックでは、そのような新規事業進

出の時期に京セラのアメーバ経営にアレン

ジを加えて導入した。同社では新規事業の

マーケットに対応できる人材の育成を重要

課題と位置づけられており、そのための経

営改革の一つとしてアメーバ経営が導入さ

れた。

アイテックにおけるアメーバ経営は、京

セラの仕組みに一部独自のアレンジが施さ

れており、同社では「NEMA（New

Eyetec Management System）活動」と呼

ばれている。

また、アイテックの組織図は、図１のと

おりである。アイテックでは製品別の事業

部制がしかれており、眼鏡枠以外の商品に

対する表面処理加工を手がける「デジタル

機器事業部」、眼鏡枠の表面処理加工を担う

「表面処理事業部」、眼鏡枠の企画および販

売を行う「眼鏡事業部」がある。これらの

各事業部および本社各部門（品質保証部、

研究開発部、資材部、経営管理部、総務部）

は部、課へと枝分かれし、各課の下には概

ね7～ 8名程度から成るアメーバ組織

「NEMAグループ」が形成されている。

「NEMAグループ」は全社で39あり、基本的

には事業部のNEMAグループはプロフィッ

トセンター、本社部門のNEMAグループは

コストセンターとなっている。なお、以下

では、プロフィットセンターのNEMAグ

ループについて考察を進める。
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２．研究方法

アイテックへの実地調査を行うにあたっ

て、福井県立大学地域経済研究所の福井地

域企業研究会メンバー（福井県立大学上總

康行教授、追手門学院大学辻幸恵教授、福

井県立大学境宏恵准教授、福井県立大学客

員研究員の加賀美太記氏および著者の５名

から構成）による調査チームが結成された。

当チームは主に次の３つの方法で実地調査

を行った。それは①半構造化インタビュー

による聞取調査、②工場見学および③内部

資料等の検討である。①および②の概要に

ついては表１の通りであった。

図1　アイテック組織図 
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Ⅳ．福井眼鏡枠産業の衰退とアイテックの新

規事業進出

１．福井眼鏡枠産業の衰退とデジタル機器事

業への進出

福井県では、明治期に「富豪、増永五左

衛門が困窮する農民の生活を救うために、

冬場の手内職、副業として眼鏡枠づくりを

導入し」（南保 2008, p.32）た。眼鏡枠産業

は第2次大戦後、新鋭生産設備の導入や素材

表2 
①聞取調査一覧表 

上總康行 
（福井県立大学教授） 
辻幸恵 
（追手門学院大学教授） 
加賀美太記 
（福井県立大学客員研究員） 
足立洋 
（福井県立大学客員研究員） 
加賀美太記 
（福井県立大学客員研究員） 
足立洋 
（福井県立大学客員研究員） 
上總康行 
（福井県立大学教授） 
境宏恵 
（福井県立大学准教授） 
加賀美太記 
（福井県立大学客員研究員） 
足立洋 
（福井県立大学客員研究員） 
上總康行 
（福井県立大学教授） 
境宏恵 
（福井県立大学准教授） 
加賀美太記 
（福井県立大学客員研究員） 
足立洋 
（福井県立大学客員研究員） 
上總康行 
（福井県立大学教授） 
境宏恵 
（福井県立大学准教授） 
加賀美太記 
（福井県立大学客員研究員） 
足立洋 
（福井県立大学客員研究員） 
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加工技術の発展などによって「1992年には

製造品出荷額等が過去最高の1200億円に達

した」（南保 2008, p.32）。アイテックが眼

鏡枠の表面処理加工メーカーとして創業さ

れたのは、まさに第２次大戦後の1948年、

福井眼鏡枠産業の成長期であった。

江市を中心とする眼鏡枠産業の特徴と

しては、各企業が「細分化された一連の工

程を担うことで複雑な分業体制を構築して

いる」（南保 2008, pp.44-45）。アイテック

の表面処理加工事業は、この分業体制の中

で、眼鏡枠の企画・設計を行うメーカーの

委託を受け、組み立てられた眼鏡枠にめっ

きを行い、その加工料を収益とする事業で

ある。金属をイオン化して素材に吹き付け

る「イオンプレーティング」などの技術に

おいて競争優位を得たアイテックは、国内

の眼鏡枠の表面処理加工業の市場において

約70％のシェアを持つに至った。1980年代

後半になると、アイテックでは表面処理と

は別に眼鏡枠の企画や小売店への販売へも

進出し、これに伴って従来の眼鏡枠の表面

処理加工を行う「表面処理事業部」に加え、

眼鏡枠の企画・販売を行う「眼鏡事業部」

（図１）も立ち上げられた。

ところが、「2000年代に入ると、国内では

長引く不況の影響に加え安価な中国品の流入

や海外販社の台頭などにより、海外も主力の

米国市場で中国、イタリア企業の追い上げに

より輸出が伸び悩むなどから、輸出・内需と

もに厳しい環境にさらされている」（南保 2008,

pp.49-51）とされるように、近年では眼鏡枠

メーカーの海外進出が盛んになって中国で低コ

ストの眼鏡枠生産が行われるようになったこと

などにより、国内で生産される眼鏡枠の９割超

のシェアを誇る福井の眼鏡枠産業は近年、急

速に縮小し、かつては1200億円超を誇ってい

た製造出荷額等もその半分近くにまで減少し

てしまった。

そこでアイテックは、眼鏡枠の表面処理

加工技術を活用する形で、新規事業への進

出に踏み切った。この新規事業への着手に

あたっては、当初関係各部門から専任の要

員が集められてプロジェクトチームが結成

され、その事業が拡大するにつれ要員数も

拡大され、それはやがて「デジタル機器事

業部」（図１）とされた。アイテックのデジ

タル機器事業部では、眼鏡枠以外の商品の

表面処理加工事業が扱われている。扱われ

る製品は具体的には、①携帯電話やデジタ

ルカメラの筐体、およびテレビのスピー

カーなど家電製品の表面処理加工、②製水

器などの電極の表面処理加工、③ゴルフ

シャフトや釣竿などスポーツ用品の表面処

理加工、④パチンコ玉の表面処理加工、と

いう4種類を主要な柱としている。これ以外

にも、売上高における割合はまだ少ないが、

燃料電池やソーラーパネルなど環境関係製

品の表面処理加工なども取り扱われている。

２．市場のニーズを志向した組織の育成

眼鏡枠は古くから多品種少量・生産が行

われてきた業種であり、アイテックではそ

れに対応して眼鏡枠の種類により表面処理

加工の作業が１万種類以上用意されている

（2009年12月18日聞取調査）。また、眼鏡枠

表面処理加工は完全に受注生産の形態をと

るため、アイテックでは受注情報が入力さ

れると即座にコンピューターによって最短
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納期になるような工程計画が組み込まれる

という仕組みが古くから採用されてきた。

一方、眼鏡枠の表面処理加工事業自体は、

前述のように眼鏡生産工程のうちの一工程

を担う委託加工であった。そこでは、完成

品メーカーによって企画・設計された眼鏡

枠に、指示された通りの表面処理加工を施

すというプロセスがとられていた。そこで

はアイテックは完成品メーカーの製造部門

の一工程を担っていたのであり、営業部の

役割はその委託加工を請け負う窓口を担う

ことであって、新規顧客開拓のためのマー

ケティング活動などはほとんど行われてい

なかった（2009年10月29日聞取調査）。

こうした状況に対し、アイテックでは企

業体質の変革のために２つの施策がとられ

た。第一はマーケティングの強化であり、

第二は経営環境の変化に対応した利益管理

の徹底であった。

まず、新規事業への進出にあたっては、

従来の眼鏡枠表面処理加工事業のような安

定したシェアがあるわけではない。新規事

業を開拓し利益を確保していくためには、

市場のニーズを的確に把握し、それに適合

した製品やサービスを開発・生産・販売し

ていく組織を形成する必要があった。そこ

でアイテックでは、研究開発部門にマーケ

ティング要員が配置された。表面処理加工

事業の中で新規顧客を開拓するためには、

市場のニーズに適合した加工技術を開発す

ることが不可欠であったのである。そこで、

営業部が収集してきた市場ニーズの情報を

受け取り、研究開発要員との間でどのよう

なセールスポイントを持った技術を開発し

ていくかを調整していく存在として、マー

ケティング要員が配置されたのであった。

また、新規事業の開拓にあたっては、部門

横断的なチームが組織される。具体的には、営

業要員や研究開発要員など各機能部門から専

任の要員が選び出され、チームが編成されて事

業の開拓が行われる。そして、その事業が拡大

してくると、既存の事業部の中でプロジェクト

として設定される。さらに、このプロジェクト

が拡大すれば、事業部として独立させられる。

現在のデジタル事業部もこのようなプロセスの

中で作り上げられてきた（2009年12月18日

聞取調査）。

さらに、自社技術を活用した新規事業を

展開するには、新しい販路を開拓していく

必要があった。そこで、自社ホームページ

における自社技術の紹介を充実させた。そ

して新規取引のいくつかはホームページの

宣伝広告を契機として実現されたが、ここ

で確保された人脈からさらに別の販路を開

拓することにも力点が置かれている（2009

年12月18日聞取調査）。

そのうえで、長期的な施策としては、ジョ

ブ・ローテーションの強化が行われている。市

場ニーズに即した生産・販売活動を行うこと

への意識を全社的に高めていくうえでは、この

点に関して研究開発部門と製造部門と営業部

門の間で共通の理解が行われる必要があった。

そこで、この３部門間で人材のローテーション

を行い、ゼネラリストを育成することへの取り

組みが始められた。

一方、経営環境の変化に対応した利益管

理の徹底に関しては、NEMA活動の導入と

いう形で実施された。すなわちアイテック

では、各課が概ね７～８名で構成される小

組織「NEMAグループ」へと区分され、そ
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の各グループが原則プロフィットセンター

とされた。そこで次節では、このNEMA活

動の導入の目的、そこで実践されている時

間当たり採算の計算構造、およびその管理

プロセスについて説明したい。

Ⅴ．アイテックのNEMA活動

１．NEMA活動導入のねらい

眼鏡産業の衰退への対応策として新規事

業への進出に踏み出していた2005年、アイ

テックでは、京セラのアメーバ経営が一部

アレンジされ「NEMA活動」として導入さ

れた。アイテックでは以前から予算管理は

行われており、事業部ごとの損益について

は管理されていた。しかし、事業部より下

の部、課、グループといった組織における

管理指標の採択は各組織の中で裁量にゆだ

ねられていた。そのため、事業部以下の管

理指標がどのように事業部全体の損益に影

響するのかが明確でなかった。

アイテックにおけるNEMA活動導入の狙

いとしては、以下の3点が挙げられている。

(1) 全員参加の経営

全社の経営状態、数字をオープンにして、

全従業員で経営状態を共有し合い、全員が

主役となり経営に参加する。

(2) マーケットに直結した部門別採算制度の

確立と早期の改善対応

部門毎に経営状態を捉え、的確な判断を行

うと同時にマーケット、顧客の要求等を製造現

場に持ち込み早期の改善対応を進める。

(3) 経営者意識を持つ人材の育成

グループリーダーにグループ内の経営に

関する責任と権限を委譲し、目標限界利益

を達成させることにより、人材の育成をは

かる。」（アイテックホームページ　URL:

http://www.eyetec.co.jp/profile/policy.sh

tml）

新規事業に参入するにあたっては、当然

眼鏡枠の表面処理で蓄積されてきたような

シェアがあるわけではない。そこで、まず

企業の置かれている状況を全従業員に認識

させ、日々変わり行く企業環境に対応した

行動をとっていくように動機づける必要が

あった。この点について、進士豊代表取締

役専務の説明によれば、「製造部隊の･･････

リーダーをいかに育てていくか、で若いと

きからいかに収益ってのはどう作っていか

なければいけないんだっていうことをね、

勉強させたいと思って、･･････京セラさん

のアメーバ経営ってのはいいなぁと判断し

た一つなんですよね。それからもうひとつ

は、･･････アメーバ経営やっていくと、そ

の日その日の収益ってのはリアルで分かる

んですわ。･･････要するに昨日の結果が今

日の大体12時っていう目標を与えてるんだ

けど、結果分かるんですわ」（2009年10月

29日聞取調査）とのことであった。

アイテックでは、アメーバ経営を導入するこ

とによって、製造部門の従業員に利益の源泉

としての収益を認識させることが考えられた。

その目的は、第一に、前述の(1)や(3)にあるよ

うに、全員参加の経営と将来に向けた経営者

育成を行うことであった。また第二に、(2)に

あるように、グループリーダーに対しては、日

次単位で会計実績のフィードバックを行い、

PDCAサイクルを短縮することによって、企業

環境の変化に対応した利益管理を行うように
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促されている。

２．NEMA活動概要

(1) 方針およびマスタープランの策定

アイテックの経営管理システムの体系を

図示すると、図２のようになる。課長以上

の階層については方針管理が行われており、

課長より下位の各グループにおいては

NEMA活動が行われている。

まず、方針管理の方針策定プロセスにつ

いて説明しよう。アイテックでは、経営理

念「より高き技術・より誠実な作業・より

親切な心」および経営ビジョン「表面処理

および眼鏡ビジネスにおける世界のオン

リーワン企業に」に基づいて企業としての

達成目標「①顧客第一の会社を構築し、株

式公開を目指す　②トップレベルの労働環

境を創造する　③バランスの取れた売上

高・利益高を追求する　④オンリーワンの

技術開発・システム開発を確立する」が設

定されている（アイテックホームページ URL:

http://www.eyetec.co.jp/profile/policy.sh

tml）が、ここから毎年、経営方針（社長方

針）が立てられる。この社長方針は中期経

営計画・年度経営計画に展開され、これは

事業部長方針・部長方針・課長方針へと展

開される。これらの方針の中では、原則と

して、営業課であれば売上高目標、製造課

であれば不良損金目標など、数値目標が設

定される。

次に、１月ごろになると、各NEMAグ

ループ長は課長方針に基づいてグループの

年度予算案を作成する。これは「マスター

プラン」と呼ばれ、時間当たり採算表の雛

形に準拠した形で作成される。各グループ

のマスタープランは本社の総務部に提出さ

れ、経営層との間で調整がなされる。調整

図2　アイテックの経営管理システムの体系 
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（出所）アイテックホームページ　URL：http://www.eyetec.co.jp/profile/policy.shtml
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後マスタープランが確定すると、これがグ

ループごとの年度予算となる。そして、それ

が課単位、部単位、事業部単位で集計された

ものがそれぞれの予算となる。これと同時に

課長職以上の年度方針も確定される。

なお、前述の経営理念からは、経営ビジョ

ンと同時に行動スローガン「ヒューマン＆ク

リエーション」が展開され、そこからさらに

従業員の行動指針として達成目標「①オープ

ン経営・社員満足　②自己啓発・３C精神

③企画開発・顧客満足　④地球環境・社会貢

献　⑤国際企業・創造型企業」が展開されて

いる（アイテックホームページ URL :

http://www.eyetec.co.jp/profile/ pol-

icy.shtml）。以上のような経営方針や行動

指針は、アイテックでは従業員の携帯する社

員手帳に記載されており、これによって経営

方針や行動指針の浸透がはかられている

（2009年10月29日聞取調査）。

(2) 時間当たり限界利益の計算構造

アイテックでは、NEMAグループの業績

測定指標として時間当たり限界利益が採用さ

れている。それは以下のように計算される。

製造NEMAグループ：時間当たり限界利

益＝（売上－変動費）／総時間

営業NEMAグループ：時間当たり限界利

益＝（営業口銭－変動費）／総時間

これらを図示すると、図３のようになる。

基本的には、製造と営業の双方をプロフィッ

トセンターとして、利益指標をグループ構成

員の総労働総時間で除して時間当たり採算を

求めるという手続きがとられている。

ここで特徴的なのは、京セラでは労務費以外

の全ての費用を控除した後の利益を総時間で

除した値が用いられる（稲盛 2006, pp.140-

146）が、これに対してアイテックでは限界利

益が採用され、固定費と間接費を控除する前

の利益数値が総時間で除されるという点であ

る。すなわち、アイテックのNEMAグループで

は、直接原価計算による短期利益管理が徹底

されている。各グループリーダーに対しては、

それぞれが管理可能な要素としての変動費と労

働時間を収益の状況に応じて管理していくこ

とが要求されている。

グループリーダーの業績評価においては、

この時間当たり限界利益の実績が用いられ

る。それは具体的には、年に2度リーダーの

賞与査定に反映される（2009年12月4日聞

取調査）。

また、NEMAグループの採算表では、本社

費や部門共通費が一定の基準によって配賦さ

れ、各グループの労務費・固定費も計上され

る。そして、限界利益からこれらの費用が控除

された「貢献利益」も計算される。前述のよ

うにグループリーダーの業績評価は基本的に時

間当たり限界利益によって行われるが、この貢

献利益も、後述のように毎月の業績報告会で

はリーダーから経営層への報告が必ずなされる

重要指標である（2009年12月４日聞取調査）。

貢献利益による業績評価が行われなかった

のは以下の理由による。第一に、NEMA活

動の目的は、前述のように、企業環境の変化

に対応した行動をとらせるべく全社の損益状

況の動きを理解させることであるが、この点

に関していえば、企業全体の損益計算書上で

はそもそも配賦など存在しないため、

NEMAグループ長の業績評価には不要であ

ると判断された。また、限界利益指標が用い

られた第二の理由は、各NEMAグループが
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完全に管理可能な費用のみを負担するとい

う管理可能性原則の考え方によるものであ

る。この点については、進士豊代表取締役

専務によれば「リーダーにそれ（固定費や

労務費、および本社費・部門共通費）まで

責任ってのもどうかなと思って」（2009年

10月29日聞取調査）とのことであった。こ

うした理由から、アイテックではグループ

の管理指標には限界利益が用いられている。

さらに、NEMA活動では、グループ間での

要員の貸し借りによる総時間の振替も行われ

ている。製造部門では多能工化にも力が入れ

られている。比較的操業度に余裕のあるグルー

プからは人員が短期的に貸し出され、余裕の

ないグループへと短期的に出向する。その場

合、要員の貸し手グループから借り手グループ

へとその分の労働時間が振り替えられる（2009

年12月４日聞取調査）。

なお、収益については、京セラの時間当た

り採算の場合と同様、顧客への製品の売上は

製造NEMAグループの収益として計上される。

そして、製造グループから営業グループへは

売上の一定割合が販売手数料として支払われ

る。これは営業口銭と呼ばれ、製造グループ

の採算表上は変動費に含まれている。

(3) 業績の測定と報告

アイテックでは20日に当月の各グループ

の会計実績の見積値が締められる。最終的

な実績値が出るのは翌月であるが、フィー

ドバックの迅速化のため、おおよその概算

値が20日で一旦締められる。これを受けて、

毎月27日になると、各グループリーダーに

よる業績報告会「NEMA会議」が実施され

る。NEMA会議ではまず、各事業部長に

よって事業部ごとの全体業績が報告された

図3　NEMA活動におけるアメーバの時間当たり採算計算構造 
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（出所）アイテック（2009）に一部加筆して筆者が作成。 
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グループとしての対応策を加味した当月お

よび次月の見積採算値を報告する。これは

「予定」と呼ばれ、見積採算値とともにその

対応策も報告される。

(4) 経営環境への理解の徹底と経営セミナー

NEMA活動を浸透のための取り組みとし

て、アイテックでは、前述のNEMAミー

ティングに加え、毎月２回全従業員を対象

とした「経営セミナー」が開催されている。

経営セミナーでは、社長をはじめとする執

行役員以上の経営者層により、アイテック

を取り巻く企業環境や、企業全体としての

業績の状況、それに対する企業全体および

事業部ごとの経営方針について講演が行わ

れる。京セラのアメーバ経営では、アメー

バ経営の土台とされている京セラフィロソ

フィの教育が重要視されている（稲盛 2006,

p.254）が、アイテックの場合、経営哲学と

いうよりも企業環境と経営方針を従業員に

理解させ、NEMA活動における採算性の向

上に向け動機づける目的で実施されている

（2009年12月４日聞取調査）。

なお、これに加え、全社的な経営の状況

の理解を徹底させる意味で、食堂の入り口

や工場の構内には、全社の前月の要約損益

計算表が貼りだされており、マスタープラ

ンに対して実績がどうであったかが掲載さ

れている（2009年10月29日聞取調査）。ま

た、従業員手帳にはアイテックの経営理

念・ビジョン・達成目標・経営方針や行動

スローガン・行動指針が銘記されており、

さらには年間の研修のスケジュールも記さ

れている（2009年10月29日聞取調査）。

後、各グループリーダーが執行役員クラス

以上の経営者層に対して順番に自グループ

の業績報告を行っていく。報告される内容

は、概ね以下の通りである。

①　当月の実績の報告

報告資料には月次の時間当たり採算表の

要約版が記載されており、前月の実績がマ

スタープランと比較され、差異分析の結果

が報告される。報告される最重要指標は、

時間当たり限界利益である。これに加え、

時間当たり限界利益からグループ内固定費、

労務費、負担費（本社費などの配賦額）を

控除した「貢献利益」も報告される。近年

進出したデジタル機器事業関連のグループ、

特にアイテックのコア技術であるイオンプ

レーティングによる表面処理加工を担うグ

ループでは、在来の眼鏡枠加工に比べると、

時間当たり限界利益も貢献利益もかなり高

くなっている（2009年12月４日聞取調査）。

また、NEMA会議では、会計実績の報告

だけでなく、前月に各グループで実施され

たミーティングの実施内容（実施回数・メ

ンバーの意見・要望など）についても報告

がなされる。アイテックでは、これを報告

内容に盛り込むことにより、グループリー

ダーがグループミーティング（「NEMAミー

ティング」と呼ばれる）の実施を通じてグ

ループ構成員にNEMA活動を浸透させるこ

とが促されている。

②　次月および次々月の「予定」（マスター

プランと比較する形で報告）

時間当たり採算表の要約版については、

実績のみならず先行きの数値についても報

告がなされる。各グループリーダーは、マ

スタープランに至近の企業環境とそれへの
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３．アイテックにおける経営改革の成果

以上のように、アイテックではマーケティン

グ機能の強化と利益管理の徹底から成る経営

改革が実施された。その結果、新規事業への

進出という形で始められたデジタル機器事業へ

の進出は見事に成功し、アイテックは眼鏡枠市

場の衰退による企業規模の縮小を免れた。売

上高・当期純利益はそれぞれ、2007年３月期

の38億9888万円・1329万円から、2008年３

月期の51億6701万円・6659万円へと拡大し

た（アイテック決算資料）。

また、これに伴い、アイテックの事業構成も

大きく変化した。2000年３月期時点では表面

処理事業が全社売上高の７割近くを占めてお

り、デジタル機器事業の売上高は全社売上高

の６％程度に過ぎなかった。しかし、今や形勢

は逆転し、2009年３月期決算では、表面処理

事業が売上高の３割弱にまで縮小した一方で、

デジタル機器事業が５割近くを占めるように

なっている（2009年９月25日聞取調査）。

Ⅵ．NEMA活動における全員参加型利益責任

会計

１．直接原価計算を活用した責任会計の徹底

アイテックの時間当たり採算制度では、

前述のように直接原価計算が採用され、限

界利益によってNEMAグループの採算管理

が行われていた。直接原価計算は、一般に

はJohnson(1992)が問題視したCVP分析の

ための技法として論じられることが多いが、

それだけにとどまるものではない。この点

について上總(1977)では以下のように述べ

られている。

「（直接原価計算では）配賦の排除、した

がって諸原価の直接変動費とキャパシ

ティ・コストへの原価分解によって，直接

原価計算は現業管理者の直接変動費に対す

る原価責任とトップ･マネジメントのキャパ

シティ･コストに対する原価責任とを明確に

区分する」（上總 1977, p.189）。

アイテックでは、従業員に採算意識を浸

透させ、全員参加経営を実現するために、

NEMAグループ長に対し直接原価計算によ

る予実管理が実施されていた。このことが

意味するのは、グループリーダーに対して、

売上の範囲内でマスタープランや予定で設

定された限界利益目標を達成できるよう、

管理可能費たる変動費の管理が個人責任と

して課されていたということである。ここ

で管理可能費のみをリーダーの責任対象と

することは、管理の緩和を意味するもので

はない。確かに、アイテックのNEMAグ

ループ採算表において、管理不能費たる固

定費・労務費・間接費の部分は無視できる

ような規模ではなく、あるグループの採算

表では6割以上にも達していた（2009年12

月4日聞取調査）ことを考えれば、それは一

見するとあまり厳しい責任会計システムで

はないように思えるかもしれない。しかし、

変動費の管理に責任を集中させることは、

「もともと『原価管理可能幅』の少ない実際

発生基準に対する現業管理者の原価責任を、

期間的・管理階層的に徹底して追及するこ

とになる。かかる現業管理者に対する原価

責任追求の徹底化は現場労働者に対する物

量統制の強化を結果することになる」（上總

1977, p.192；傍点は原文）。リーダーの管
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理可能費のみに責任が集中させられること

は、逆に責任会計の徹底として機能するの

である。

それでは，固定費や間接費の管理はどの

ようになされているのか。それは，直接原

価計算による原価責任分担の明確化に加え、

貢献利益が計算されていることに意味が

あった。「責任会計の徹底化による現業統制

の強化にもかかわらず、目標限界利益の達

成が不可能になることが予想される場合に

は，達成不能限界利益相当分だけ、キャパ

シティ･コストの実際発生水準の切下げが要

請される。逆に，目標限界利益を超過する

場合には、超過限界利益相当分だけ、キャ

パシティ･コストの支出許容額の『増加』を

可能にする。このようなキャパシティ･コス

トの短期限界利益管理に対する『緩衝効果』

は、貢献利益概念の導入によっていっそう

顕著になる」（上總 1977, p.201）。

アイテックでは、貢献利益はリーダーの

会計責任とされてはいないものの、経営会

議では毎回トップ･マネジメントに報告がな

される重要指標であった。トップ･マネジメ

ントは，固定費や労務費・間接費も含めた

総費用を売上から控除した営業利益につい

て責任を負っているが、貢献利益をチェッ

クすることによって、必要に応じ固定費や

労務費・間接費を管理していたのである。

２．直接原価計算と改善活動の有機的結合に

よる全員参加型利益管理

新規事業には、従来からの眼鏡枠表面処

理事業のような大きなシェアがあるわけで

はない。そのため、新規事業におけるコス

ト競争は眼鏡枠表面処理事業に比べると非

常に激しいものとなった。この状況への対

応策の一つとして考えられたのが、各グ

ループに利益責任を課すことにより、所与

の売上高の範囲内で利益を生み出せるよう

に「早期の改善対応を進めること」（アイテッ

クホームページ　URL: http://www.eye-

tec.co.jp/ profile/policy.shtml）であった。

製造現場での改善活動は日本的経営を特

徴づける経営システムの一つとされ（今井

1988）、それによるコストダウン活動は通常

「原価改善」と呼ばれる。「原価改善の目的

は、会計期間の目標利益（予算利益）と予

想利益とのギャップをうめるために、製造

段階において、原価を不断に低減させるこ

とにある」（門田 1993, p.73）とされる。通

常、原価改善では短期利益計画から部門別

に展開された原価改善目標が管理指標とさ

れる（田中 1990；門田 1993）が、アイ

テックでは、これを時間当たり限界利益指

標のもとで運営し、日次単位での実績測定

を行うことによって、グループリーダーに

対して売上高の状況に応じた原価管理が徹

底されていた。

アイテックの事例では、会計情報による管理

者管理へのJohnson(1992)の批判とは裏腹に、

限界利益指標による責任会計によって新規事業

への進出と拡大を促す仕組みが構築されていた。

そこでは、改善活動という全員参加型経営の仕

組みと連動させることによって、市況の変化に

対して迅速にコストダウン対応を行うことが可

能となっていた。アイテックでは、この改善活

動と責任会計との間の有機的結びつきこそが、

製品ライフサイクルの短い新規事業を強化して

いくための一つの要となっていたのである。
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Ⅶ．結論と福井県経済におけるアイテックの

位置づけ

以上のアイテックのケースでは、アメーバ経

営を導入し、時間当たり採算制度を活用する

ことによって、国内、特に福井の眼鏡枠産業

の衰退に呼応して新規事業の開拓・拡張へと

人材を振り向け、一方でその新規事業でのコ

スト競争力を高めていくためにNEMA活動を

導入した。そのことは、従業員による日々の改

善活動によって時間当たり限界利益を確保す

ることを促し、結果として全社利益を拡大し

た。このケースは、1950年代以降のアメリカ

企業の失敗から管理者の業績評価に会計情報

を用いることを批判したJohnson(1992)の懸

念を見事に払拭するものと言えよう。このよう

なアイテックの管理会計実務は、改善活動と

いう日本的な全員参加経営の仕組みを管理可

能性原則に基づく責任会計の仕組みと組み合

わせることによって実現した賜物であった。

アイテックでは現在、デジタル機器事業に加

えてさらなる新規事業の開拓を目指して、目下

マーケティング活動の強化に力が注がれている。

もちろん、全てが時間当たり採算制度によるも

のではない。それは営業部門や研究開発部門に

おける人材の増員・育成がはかられ、人事ロー

テーションが組まれていることにも起因してい

る。しかし、元々シェアを有しなかった新規事

業に次々と参入した際、NEMA活動のもとで

全社的に利益管理を徹底することによってコス

ト競争力を身につけられたのは紛れもない事実

である。このコスト競争力を糧に新規事業の維

持・拡大を行う中で、さらに高付加価値の技術

を開発し、さらなる新規事業を開拓していくと

ころにアイテックの経営の特徴があるといえよ

う。近年産業活動面での付加価値額が相対的に

縮小しているとされる福井県経済（福井県立大

学地域経済研究所 2006, p.1）であるが、アイ

テックはその中でも、アメーバ経営を活用しな

がら事業構造の転換をはかって「中国のコスト

優位→国内市場規模縮小→経営規模縮小」とい

う悪循環から脱却した一つの好例と言えよう。

アイテックの今後の展開に期待したい。
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